
様式第1号（第5条関係）
年　　月　　日　
　浜田港振興会会長　様
（共同事業体代表）
住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　年度浜田港創貨対策事業補助金交付申請書
　浜田港創貨対策事業補助金交付要綱第5条の規定により、下記のとおり浜田港創貨対策事業補助金の交付を申請します。
記
１　補助事業計画書
　　　別紙のとおり
２　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　円
　　　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　円
３　添付書類
　　・貿易を業とする旨の記載がある商業登記簿（1者以上）
　　・会社の概要及び直近2か年分の決算報告書（全者）
様式第1号　別紙
補助事業計画書
１　事業実施主体を構成する企業等の概要
	企業名
	

	代表者
	役　職：　　　　　　　　　　　氏　名：

	所在地
	

	設立年
	　　　　年
	資本金
	
	従業員数
	

	事業内容
	

	県内事業所
	名称
	

	
	所在地
	

	
	従業員数
	

	
	事業内容
	

	担当者
	役　職：　　　　　　　　　　　氏　名：
連絡先：

	【売上概況】

	決算期
	年　　月期
	　　　年　　月期
	　　　年　　月期

	売上高
	
	
	

	うち海外売上高
	
	
	

	【貿易実績】直近期

	輸出・輸入
	相手国
	品名
	利用港
	金額
	貿易形態
(直接・間接)

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


	企業名
	

	代表者
	役　職：　　　　　　　　　　　氏　名：

	所在地
	

	設立年
	　　　　年
	資本金
	
	従業員数
	

	事業内容
	

	県内事業所
	名称
	

	
	所在地
	

	
	従業員数
	

	
	事業内容
	

	担当者
	役　職：　　　　　　　　　　　氏　名：
連絡先：

	【売上概況】

	決算期
	年　　月期
	　　　年　　月期
	　　　年　　月期

	売上高
	
	
	

	うち海外売上高
	
	
	

	【貿易実績】直近期

	輸出・輸入
	相手国
	品名
	利用港
	金額
	貿易形態
(直接・間接)

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


２　事業実施主体での各構成員の役割
	企業名：
役　割：
企業名：
役　割：


３　実施事業
	(1) 対象国・地域
(2) 対象商品
(3) 背景・社会情勢（マーケット情報、経済情勢、市場環境、競合品販売状況、規制動向等）
(4) 目的（コスト削減、販路拡大、事業継続計画等）
(5) 実施内容（試験的輸出入、陸送経路、販売促進活動等）
(6) 実施スケジュール（月単位での年間計画等）



　※必要に応じて、図表の記載可能
４　期待される成果（コンテナ貨物量増加、コスト削減、販路拡大等）
	


５　経費（　　　　年度）
	経費区分
	補助事業に要する経費
	積算

	1 輸出入案件発掘段階
2 輸送実験段階

	
	

	計
	A
	消費税及び地方消費税を除く


補助金交付申請額　＝　　　　　　　　　　円（①+②）≦（ A × 1/2 ）
(1)輸出入案件発掘段階
・補助事業に要する経費：　　　　円

・補助金交付申請額：　　　　円・・・①
(2)輸送実験段階

・補助事業に要する経費：　　　　円

・補助金交付申請額：　　　　円・・・②
（注意事項）
１　経費区分は、別表の対象事業ごとに補助対象経費をそれぞれ記載すること。
２　経費の内容は「積算」の欄に詳細に記載すること。
３　経費の内容がわかる参考資料（パンフレット・写真等）があれば添付すること。
様式第2号（第7条関係）
年　　月　　日　
　浜田港振興会会長　様
（共同事業体代表）
住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　年度浜田港創貨対策事業補助事業変更（中止・廃止）承認申請書
　　　　　年　　月　　日付け浜港振第　　号で交付決定があったこの補助事業について、下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、浜田港創貨対策事業補助金交付要綱第7条第1項の規定により承認を申請します。
記
１　変更（中止・廃止）の理由
２　変更の内容（中止の期間・廃止の時期）
様式第3号（第8条関係）
年　　月　　日　
　浜田港振興会会長　様
（共同事業体代表）
住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　年度浜田港創貨対策事業補助事業実績報告書
　　　　　年　　月　　日付け浜港振第　　号で交付決定があったこの補助事業について、下記のとおり完了しましたので、浜田港創貨対策事業補助金交付要綱第8条の規定により報告します。
記
１　完了年月日
　　　　　　　年　　月　　日
２　補助事業実績書
　　　別紙のとおり
３　補助事業に要した経費及び補助金額
　　　補助事業に要した経費　　　　　　　　　　円
　　　補助金額　　　　　　　　　　　　　　　　円
様式第3号　別紙
補助事業実績書
１　活動内容
	①当初計画
・
②活動結果



２　取引実績（見込み）と今後の対応
	


３　現状の課題と必要な支援
	


４　経費
	経費区分
	補助事業に要した経費
	積算

	1 輸出入案件発掘段階
2 輸送実験段階

	
	

	計
	A
	消費税及び地方消費税を除く


補助金額　＝　　　　　　　　　　円（①+②）≦（ A × 1/2 ）
(1)輸出入案件発掘段階
・補助事業に要した経費：　　　　円

・補助金額：　　　　円・・・①
(2)輸送実験段階

・補助事業に要した経費：　　　　円

・補助金額：　　　　円・・・②
（注意事項）
１　領収書等の写しを添付すること。
２　経費区分は、別表の対象事業ごとに補助対象経費をそれぞれ記載すること。
３　経費の内容は「積算」の欄に詳細に記載すること。
４　事業の実施状況が分かる写真・チラシ等を添付すること。
様式第4号（第10条関係）
年　　月　　日　
　浜田港振興会会長　様
（共同事業体代表）
住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　年度浜田港創貨対策事業補助金請求書
　　　　　年　　月　　日付け浜港振第　　号で補助金額の額の確定があったこの補助事業について、浜田港創貨対策事業補助金交付要綱第10条の規定により、下記のとおり請求します。
記
１　交付決定額　　　　　　　　　　　　円
２　請求額　　　　　　　　　　　　　　円
３　補助金の交付先
　　　銀 行 名：
　　　支 店 名：
　　　預金種類：普通・当座
　　　口座番号：
　　　口 座 名（フリガナ）：
様式第5号（第11条関係）
年　　月　　日　
　浜田港振興会会長　様
（共同事業体代表）
住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　年度浜田港創貨対策事業補助事業遂行状況報告書
　　　　　年　　月　　日付け浜港振第　　号で交付決定があったこの補助事業の遂行状況について、浜田港創貨対策事業補助金交付要綱第11条第1項の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　遂行状況
様式第6号（第11条関係）
年　　月　　日　
　浜田港振興会会長　様
（共同事業体代表）
住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　年度浜田港創貨対策事業補助事業成果状況報告書
　　　　　年　　月　　日付け浜港振第　　号で交付決定があったこの補助事業の成果状況について、浜田港創貨対策事業補助金交付要綱第11条第3項の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　成果状況
　　※商談相手先との商談状況、対象商品のコンテナ貨物量などを詳細に記載してください。
　　※成果状況が分かる資料・写真等を添付してください。
２　今後の見込み
別紙
暴力団排除に関する誓約事項
当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、補助金の交付の申請をするにあたって、また、補助事業の実施期間及び完了後においても、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
記
１．法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第 77 号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。
２．役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。
３．役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。
４．役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき。
